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西ドイツにおける最近の公企業論争
―公共経済・共同経済協会編「現代の社会的市場
経済における公企業」， ノモス社， 1984年の概要一―-
寺尾晃洋
ー．はじめに
1983年10月27日西ドイツのボンにおいてコンラド・アーデナウアー基金と
公共経済・共同経済協会の共催による会議がもたれたが，西ドイツの産・学・
官界，さらにマスコミから 199名にのぼる参加者がみられた。ここでの報告
及び肘論は，公共経済・共同経済協会編『現代の社会的市場経済における
公企業』ノモス社， 1984年（公共経済・共同経済協会図書シリーズ第26号）
Herausgeber : Gesellschaft fir offentliche Wirtschaft und Gemeinwir-
tschaft, Offentliche Unternehmen in der sozialen Marktwirtschaft 
heute, N omos Verlagsgesellschaft, Baden-Baden, 1984. (Schriftreihe 
der Gesellschaft fir offentliche Wirtschaft und Gemeinwirtschaft; 
H.26)に収録されている。内容は次のごとくである。
あいさつ
Dr.パウル・ミカート (PaulMikat)，連邦議会議員，コンラド・アーデ
ナウアー基金理事会メンバー。
Dr．ワルター・クリムト (WalterKliemt)，公共経済・共同経済協会会
長
報告及ぴ討論の記録
「硯代の社会的市場経済における公企業」 報告 テオ・ティマイヤー
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(Theo Thiemeyer)教授，ボーフム大学，公共経済・共同経済協会学
術顧問団代表
「公企業は国家の政策手段として不必要か？」 報告 ワルクー・ハム
(Walter Hamm)教授，マールプルク大学
「手段的機能，正当性及び民営化」 テオ・ティマイヤー教授，ワルクー
・ハム教授の報告の討論記録
「新しいスクートヘの勇気ー一連邦の資本参加政策の新しい考え方」 報
告 Dr.ハンス・ティートマイヤー (HansTietmeyer)，大蔵省事務次官
「ゾンデとしての公共の利益」 Dr.ハンス・ティートマイヤーの報告の
討論記録
「公企業ー一社会政策及ぴ経済政策目的達成の手段」 報告 Dr.モニカ
•ウルフ＝マティス (Monika Wulf-Mathies)夫人， 公務・運輪・交通
労働組合 (OTV)議長
「労働組合と公企業」 Dr.モニカ・ウルフーマティス夫人の報告の討論記録
討論の成果
「われわれの社会的市場経済の構成要素としての公企業」 ハンス→ゲオ
ルグ v. ケスクー (Hans-Georgv. Koester)氏，公共経済・公共経済
協会副会長，公共経済中央センクー (CEEP) ドイツ部会議長， CEEP副
会長
ここには最近，各国における公企業の民営化 (Privatisierung) に集中的
に表現されている公企業問題のさまざまの論点が展開されていて興味深い。
そこでこの会議での報告要旨と討論の概要を紹介したい。
二．本書の内容
1. あいさつ
まず共催者の一つであるアーデナウアー基金の立場から Dr. ミカートは
つぎのような趣旨のあいさつをおこなった。「硯代の社会的市場経済におけ
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る公企業」というテーマはきわめて今日的なテーマである。 しかし VEBA
の連邦持株を30％に減らす閣議決定によって，昨日以来わたしたちが与えら
れた現在の局面だけが討論を支配しないことが望まれる。いまは民営化問題
を討論において無視しないであろうが，単に個々の視実的な問題だけでなく，
社会的市場経済との関連における公企業の一般的位置づけが無視されないよ
うにしてほしい。つまり公企業は社会的市場経済の攪乱要素であるのか，ぁ
るいは，今日の市場経済の樺造的前提条件にはいるのかといった問題に対し
ての討論が望まれる。国家と社会の新しい関係を目の前にして，公企業の新
しい位置づけを行わねばならないのではないのか？このような問題提起がこ
こでは強調されている (S.7-9)。
これに続いて共催者の他の一つである公共経済・共同経済協会のクリムト
会長は，まず，この会議は公企業の役割についての意見交換に対して新たな
貢献をしなくてはならないというように会議の意義をのべたあと，公企業が
不況下の財政問題のために討論の議塵となっていること，この場合経済体制
維持政策的 (wirtschaftsordnungspolitische)考慮，公共経済活動の能率
の問題，公企業の売却による資産形成の可能性などが重要性を増したこと，
どの程度まで公共の福祉 (offentlicheWohl)，環境，一般大衆，市民がか
かわっているかといった問題，公的な生産能力の売却，あるいは公企業によ
って引き受けられていた任務の譲渡から経済的利益を期待するグループの利
害関係が重要な役割を演じることなどを指摘し，さらに公企業の位置づけは
緑り返しチェックされねばならないが，わたしたちの任務は客観化に貢献
し，必要な決定に対する基礎を客観的な基準の上に置くことでなければなら
ないとのべている。 その上で連邦統計局の後援のもとに CEEPが実施した
一つの調査をとりあげ，西ドイツには約3,500の公企業があり，それらは総
価格形成の優に10%，全設備投資のほぼ11%，常勤従業者のほぼ9％を占め
ているが，こうしてみると公企業の意義が大きいことを考慮すべきであると
彼はしめくくっている (S.11-13)。
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2． ティマイヤー教授の報告
教授はボーフム大学において社会政策・公共経済講座を担当している。彼
は「現代の社会的市場経済における公企業」と題して，次のような趣旨の報
告をおこなった。公企業の形態における経済活動をふくむ国家の経済活動の
必要性，可能性，限界の問題は体制維持政策の中心問題である。体制維持政
策の概念においては社会形態上の基本的決定 (gesellschaftsgestalterische
Grundentscheidungen)および世界観的側面が決定的な役割を演じる (S.
15)。いま経済学的視点から市場経済における公企業の役割をみると，つぎ
の諸点が問題になる。 (1)市場経済体制における公企業の機能いかん？公企業
は経済政策の手段である。法学者は公企業を国家の行政行為（広義の）の機
関であると言うのに対して，経済学者はとかく耳を貸そうとしないのである
が，公企業はその営業政策によって経済環境に影響を与えることができるか
どうかを明らかにすること。 (2)この手段的機能は公企業の経営にいかなる影
響を及ぽすか？ （3）体制維持政策的視点，すなわち市場経済における公共経
済活動，とりわけ公企業の経浩活動の可能性，合目的性，限界が問題にな
る。さらに国有化，社会化，民営化の問題が見解を求められる (S.15-17)。
さらに解明が必要な問題点としてつぎのものがあると教授は言う。 (1)公共
財の公的供給の任務（つまり公営）が通念となっているが，国家の保障任務
は国家自身が引き受ける必要はない。この公的保障任務は社会的，経済的，
そして技術的変化のなかでつねに点検が必要である。 (2)公共財の確保の基礎
的任務はいわゆる“インフラストラクチャ’'の供給である。しかし肝心なの
は供給の効率とその社会的妥当性であって，インフラストラクチャの供給が
公的な供給であるべきだという推定は確かに可能であるが，それは個々のケ
ースについてチェックさるべきである。 (3)民営化は競争による効率化と混同
されてはならぬ。公的独占の私的独占による代替だけでも有益であるが，問
題は私的独占が協定や特許によって規制できない面があるということであ
る。公営は独占の規制の政策上有効なかたちであり，独占の規制は公企業一
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般の古典的目的の一つである。しかしまた，公営は欲する結果をおさめえな
い。これはあとで詳しくのぺられる。 (4)国家か民間か，行政か市場かの二者
択ーに議論を限定することは討論を単純化し，議論を鋭くする。その間には
多くの中間形態があり，それらは体制維持政策的に非常に重要である (S.
18f.)。
関連して教授は，新しい経済学や社会科学がこれらの問題点の解決には期
待薄であるのに対して，経営経済学の発展が注目されると言う。彼によれ
ば，新しい討論の出発点は市場の失敗の幅広い分析であったが，わたしたち
のテーマにとっては「国家の失敗」 (Staatsversagen)」という逆方向の命題
が重要であり，自由主義的基調の著者や無政府主義的特徴を有する社会主義
的基調の論者から受け入れられている。彼は官僚制に触れながら，ここでは
この国家の失敗は政治家，行政家，公企業・公経営の長の動機づけ (Moti-
vation)，態度についての人間学的想定をよりどころとしており，公共セク
クーは，非国家的領域と同様に，目的として個々の効用・所得・権力の最大
化が活動を決定するところの経営組織として現われていると指摘する (S.
19f.）。そして， わたしたちはもはやA・シェッフレ (Schiiffle)やA・ワ
グナー (Wagrier)の国家観には従えないが，しかし国家観を行政は個々の
効用最大化の相関システムであるというような仮説の中に完全に解消するこ
とは，とにかくこの命題が空理空論であると言わぬまでも，なが続きはしな
いようにわたしには思える。単に形の上で公営だから公共の利益が確保され
ているとみるような公企業に関するあいまいな信頼は今日のゎたしたちにと
っては容認できないし，また，公企業の規制の問題，すなわち伝統的な財政
上の規制の問題だけではなくて，目標の構想・任務の遂行・任務の変更の操
作が最近の研究の中心領域であるが，逆に競争になじまない領域もあり，競
争万能論もよろしくない (S.21)。 このように主張している。 さらに教授は
ことばを続けて次のように言っている。
原則的に市場経済的〒私経済的体制のわく内での公企業の任務を概観する
と，（1）その任務は非常に多様であって，一般化は条件•づきでのみ可能であ
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る。 (2)明確な公共的任務があるかどうか， もしあるならば，その任務が公企
業という政策手段でもって最善に実現されるかどうかという点についての把
(1) 握は，広義の社会政策の (gesellschaftspolitische~)，そして体制維持政策
の基本的決定に全面的に依存する。 (3)表向きの公企業の任務は抽象的であ
り，他の任務がそれに代ることができる cs.21f.）。
公営は第一次的に独占統制 (Monopolkontrolle)の手段である。公的独占
は利潤の制限や破滅的競争の阻止がねらいではなく，それは供給の一元性，
確実性および社会政策的(sozialpolitischen)目的に役立つことを例えば19世
紀末の公営化の波が示している。公営で達成される目的は私企業の「公的拘
束 (Bindung)」〔規制 (Regulierung)]によって達成されえないかどうか
という原則問題は，すでに19世紀末A・ワグナーとE・ザックス (Sax)の
間の国有鉄道についての一大論争において論議された（S.22)。アメリカ型
の独占規制がドイツ的状況に役立つかどうかの問題は50年間さまざまの経済
政策的視点から研究されたが，しかし無条件に拒否されてきた。ミューラー
(Muller)／フォーゲルザンク (Vogelsang)の最近の，そしてこの間の発展
が考慮に値するところの研究は判断に慎重ではあるが，それでもなお消極的
である。アメリカ国内の討論でも不活発，費用がかさむことへの非難，生産
手段のコントロールの誤まりへの非難が支配的である。規制緩和をめぐるア
メリカの討論からの二，三の論拠や論争分野の選択的移植は，アメリカでの
規制の歴史的，政治的，経済的環境への配慮なしにおこなわれる場合には，
独占規制の政策にマイ・ナスの影善をもちうる (S.23)。
独占の規制の手段として公営は，独占の規制の他のかたちに比べれば，政
治的，経済政策的，効率的な規制のよい機会である。もちろん法律上の処理
や諸措置が必要である。これに対して例えば自治体の供給経済における公的
(1) Gesellschaftspolitikを「広義の社会政策」と訳した。このことばは，今日で
は社会保険等を意味するせまい概念である Sozialpolitikに対して， 例えばケー
ンズ的有効儒要が労働給付の増減によってどのように影善をうけるかといった問
題をふくむかなり広い概念であり，どちらかと言えば経済政策の概念に近い。総
合社会政策と訳する人もいる。
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独占の民間による代替は一定の時点で費用節約的優越性が確認される場合で
さえちゅうちょされる。これはH・ヒルシュの指摘(HansHirsch, W arnung 
vor ilbereilter Privatisierung, in; 6ffentliche Wirtschaft und Gemein-
wirtschaft, 29. Jg., 1980, Heft 2, S. 40-43.）の通りである。この理由と
して，公営企業が放棄されれば私的独占の言うがままになるという点があげ
られている (S.24)。
ところで独占の規制と並んで公共経済の不可欠の活動領域は欠陥補てん
(L ilckenfilll ung)機能あるいは代理機能 (Lilcken bilBerfunktion)である
と教授は言う。何らかの理由で民間が成果をあげないとき公企業がその場
合，その限りにおいて活動すべきであるという古典学派以来の原則が問題で
ある。公企業は需要充足機能，需要統制機能をもっている。公企業は地域的
体制維持政策，専門分野政策，技術政策，産業政策あるいはエネルギー政策
を主要目的あるいは副次的目的としているが，景気政策，雇用政策について
は議論の余地がある。公企業は私企業の欲しない任務を引き受ける。したが
って公企業は私企業と比べて企業のタイプとしては企業経済的ではない。公
企業では政策的意図に応じて利用の社会的効用が非常に高く評価されるの
で，市場価格のもとでの供給や場合によっては赤字生産が正当視されるので
あるが，赤字経営は経済学的には有意義であり，合理的である。このように
公企業の任務と経営原則が指摘されている (S.26)。
次に公企業経営に関して財政運営のあり方や料金制度の影響の分析がとり
あげられている。この種の影響の分析は公企業と私企業との間のコスト比較
の上に成り立っているが，ほとんど同じような構成の研究チームが同じデー
クー（若干の補足はあるが）で別の機会にかなり遮った結論に到達したとい
う一例をあげて，コスト比較には信憑性で問題があることを教授は指摘して
いる。彼によればその原因は原価計算である。エーペルハルト・ホフマン
(Eberhard Hoffmann)によって作成され公刊中の研究はむとんちゃくな
原価計算に重大な方法論的異議を呈している。原価計算は意識的変造と関係
がなくても，そんなに明確でも，客観的でもなく，広い裁量の余地がある。
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しかし論争における見通しと論証は考えうる限り最も効果的な情報源であ
る。民営化が公共財政なかんずく地域団体の財政の軽減を招くという主張は
綿密な説明がいる (S;27f.）。財政の遂行のための計算方法， 記録として国
庫会計大綱 (Kameralistik)も補完的に役立つ（S.29)。
さらに公企業の科学的研究においては公企業の体制維持政策的意義への疑
問や批判の分析が必要であることが指摘されている。すなわち（公企業の任
務の）変換の正当性 (Transformationsgesetzlichkeit)の問題である。必
要な任務の変更ははっきりした体制維持政策的評価を必要とする。ここで規
制と任務の変更の問題に言及することが必要であるが，規制の中心問題は規
制が一方ではこの公共的任務の達成を確実にするにちがいないということ，
この任務の達成が公企業の存在を正当化することである。しかし他方では企
業政策の弾力性がまひしないことが必要であり，これらのバランスの保持が
持続的課題である。 その上公企業の任務の変更は規制を必要とする (S.29-
31)。
以上が教授の報告要旨である。
3． ハム教授の報告
「公企業は国家の政策手段として不必要か？」と題した教授の報告要旨は
つぎの通りである。 (1)公企業は自己目的ではなく一定の政策目的の手段であ
る。この点を確認の上で，生産手段の公的所有の最近の規模は神聖にして犯
すべからずと考える必要はない。これに固執する人も，これを問題にする人
もその理由を明らかにする義務がある (S.33)。（2)生産手段の公的所有がな
ぜ政策目的にかなっているかが論証されねばならぬ (S.33f.）。（3)DGB（総
同盟）傘下の労働組合は，民営化が官僚主義化，環境破壊的技術の強力な使
用，政治責任の空洞化，職場の少なくとも30彩の切り捨て及び市民サービス
の料金値上げ，あるいは廃止を惹き起すとして反対している。しかし官僚主
義化は公的サービスに多く，環境破壊は命令あるいは指導でもって回避され
る。政治責任は民営化によっては原則的に空洞化されない。不採算サービス
も私企業で提供される。したがって民営化に反対するこの論拠は批判的検討
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に耐えるものではない (S.34)。（4)国有化あるいは民営化の討論は真空の空
間ではおこなわれない。自由で社会的な経済・社会体制というものにおける
公企業の特殊な役割が問われているのである。したがって公的所有は理由を
明かにする義務があるわけである。 1983年3月の政府説明では国家はその固
有の任務の核心に怖らねばならないとのべられており，民間のイニシアティ
プが発展しているところでは，国家はなすべきなにものもない。さらに国家
が私企業と並んで，あるいはそれに代って経済的に活動するならば，必然的
に両者に利害のかっとうが生じる (S.34f.）。
(5)基本法 (Grundgesetz)第114条にしたがえば，財政・経済運営は経済性
の原則に合致しなければならぬ。そこで私企業によって引きうけうるにもか
かわらず，公企業によって財が生産されるならば，この基本法の要請はそこ
なわれる。例えば公的機関が高い市場金利で資金調達をおこない，公企業の
収入が金利に達しないならば，その場合は私企業ではあてにできないところ
の租税からの政府補助がある。言い換えれば（民営にまかせれば）避けられ
たはずの公共財政の負担が生じる。公的生産の領域ではこの基本法の規定は
しばしば忘れ去られているようにみえる (S.35f.)。（6)民営化で30％の職場
が切り捨てられると労組の指導者は言うが，このような労働力の使用削減と
経済成長政僚（経済成長促進）的な（法律の）規定が一致するかどうか，言
い換えると納税者の負担で失業率を外見上低く保つことが公企業の任務とな
りうるかどうかが問われている (S.36)。 （7)公営によって民間企業家は市場
チャンスをせばめられている。一例は路線バス事業である。連邦鉄道，公営
の近距離交通事業や連邦郵便のような，国営・公営には法律上優先規定があ
り，民営は公企業より安いのに，例えば民間バズ事業は収益的な路線から締
め出されている。この事実は公営バス事業がだいだい的に自己の車両を使用
停止とし，民間の賃貸バスで代用していることにも示されている (S.36f.）。
(8)公企業に頼らねばならない場合もあるが，その他では国家が自ら経営す
るのでなく，私企業の経済計画に欲する方法で影響を与えることができるの
であって，一般に公企業の介入よりも同じく効果的であり，安上りである
134(468) 第 33巻第 6 号
(S.37)。 （9)公共経済においては広範な，ある種の欠陥がある。自動的で，
たいてい無制限の赤字補填がだらだらした仕事振りへと誘惑する。過大な装
備と人員，さらに低い生産性増加率，職員あたりの比較的高いコストがそれ
にはつきものである。連邦鉄道では，運転手は少し前には民間企業よりほぼ
30％も高い経費の原因となった。明らかに労組は公企業において税金に頼れ
ぬ私企業よりもより楽々と， より内容的に要求を貰徹することができる。業
務上の昇進が在職年限に依存し，仕事に依存しない傾向は，若干の公企業の
職員に動機づけを失わせ，仕事の邪廊をするように作用しているなど，ここ
では公企業にありがちなさまざまの欠陥が指摘されている (S.38)。 （10)生産
手段の公的所有が他の原則的に有用な経済政策の手段よりもまさっているこ
とが証明されねばならない。次になぜそれが他の政策手段より劣っているか
が若干の例で示されることができる (S.39)。
(1)民営化は時折社会福祉国家の解体と同一視される。なぜならば私企業は
そろばんが合わなければ，政策的に望ましくてもそういう社会的な事業を喜
んで提供する気がないからである。この結論は説得力がない。私企業も政策
的任務を与えられることが可能である。これには公開入札（例えば公募）が
役立つ。このことはいろいろの利点をもつ。すなわち提供さるべき事業の明
示，代価の確認効用とコストの比較，不採算であっても政策的に望ましい
事業範囲を政治家が決定できること。今日普通にみられる公企業の不明確な
目的のもとで，そのためにつくられたわけでもなく，議会に責任もない企業
経営が， どういう政策目的がいかなる費用で追求されるかを事実上決めてい
る (S.39)。 (12)時折公企業が競争の活性化要素とみなされることがある。し
かし第1に，公企業は独占禁止法の規定から除外されている，第2に公企業
は民間の競争相手を自分の力で圧迫するような情況にはない。公企業の独占
の維持は競争の精神 (spiritof competition)に反する。したがって生産手
段の公的所有が競争を助長するというような一般法則は全く引き出されない
cs. 39f.)。
03)いわゆる市場の失敗のケースにおいて（例えば鉄道・配管による供給の
西ドイツにおける最近の公企業論争（寺尾） (469)135 
場合）独占資本の搾取に対する防御として公企業が推奨されることがある。・
しかし公企業自身独占的であるので，この議論はとりわけなっとく的ではな
い。アメリカのの長距離電信事業は決して独占ではないし，イギリスでは電
気通信事業は民営化されている。ともに強力な競争的規制 (wettbewerb-
liche Kontrollen)が実施されている。 ドイツではそうした可能性があると
いうことが長い間知られていないようにみえる。例えば公営電気供給事業に
おいては地域独占と特許契約の緩和の可能性があるなど。公企業の独占利潤
が一般大衆にまわされているという指摘が最近あるが，顕客にとってとても
なぐさめにはならない。できるだけ広く競争的規制を可能にすること，組織
的にそれを役立たせることが望ましくはないのか？ （S.40f.）。
(l絹私企業の労働条件，賃金，社会的サービスが本質的に公的サービスより
悪いということが公的所有の現状に有利にもちだされている。実際官庁企業
と自己経営，連邦鉄道と連邦郵便においては，しばしば民間よりも潟い賃金
が実施されている。しかし多くの公企業における公的サービスのこの特殊な
状態は，納税者による大きな赤字の引き受けをひき起している。そこで民営
化論議では，一方で公共経済は私企業同様立派に，そして安価に活動してい
ると言われると同時に，他方で（民営化によって）国家は労働者に（赤字の）
負担をさせずにすませているとも言われる。両者のうち一つだけが正しい。
後者が報告者の意見であることは言うまでもない (S.41f.）。 (l9民営化につ
いて“いいとこどり (Rosinnenpicken)",つまり儲かる企業だけが民営化さ
れると言われる。この論議もまた納得的ではない。かつて赤字をだした公企
業の領域が私企業によって利潤をあげて経営されており，公共財政から，限
定されてはいるが，補助金が与えられているので，不採算的な任務の民営化
もまた可能である。儲かる事業領域が民営化されるというようなルールは存
在しない (S.42f.）。
(16)公企業についての討論は多くの意見のゆきちがいによって悩まされる。
すなわち，‘‘公企業のために多くの政策目的がもちだされるが， 他方では公
企業は政策手段としてのみ見られる必要はなく，それは人間の結合 (Zusa-
136(470) 第 33巻第 6 号
mmenschluB von Menschen)であって単なる道具ではない。たとえ公企
業がなんら公共的任務を果さないとしても，そのうちに新しい任務が現われ
出るだろうから，民営化されるべきではない”，こういう意見がみられるが，
この論証のしかたは免疫戦術にすぎない。こういう戦術は政治的に受け入れ
られるだろうか？行政は徹底的な報告義務と節約・経済性の厳格な Jレー ルを
守る必要があるが，その前提は政策における合理的行動，目的の順位の確
立，できるだけ少ない資金投入を達成することである (S.43f.)。公企業は
一種の国家内国家を形づくるものではなく，競争の中で確保すべきであり，
政策目的が別の途を通って同じく立派に， そして安価に追求されうるなら
ば，公企業は不必要である。この場合事業は閉鎖さるべきであるとか，従業
員は解雇されるべきであるというのでなく，この企業は全く他の手におい
て，今まで通り運営することができるのである (S.44)。
(Iり大きな赤字は非能率，技術革新の弱さの情況証拠である。しかし公企業
は競争に対し保護されているので，公的生産が経済成長の足を引っ張ってい
る状況が明らかでない。そこで競争からの保護と特典の撤廃が公企業の真の
強さ（あるいは弱さ）を表面化する。公共経済においてもまた徹底的な構造
改革が避けられない。公企業なしでも政治的目標がより立派に，より安価に
追求されるならば，そこから政治的結論がでるにちがいない (S.44)。
4. 両教授の報告についての討論
T・ティマイヤー教授， W ・ハム教授の報告にか力：わる討論（「手段的機
能，正当性及び民営化」）のうち有意義な発言要旨をつぎに紹介する。ヒン
メルマン (Himmelmann)教授（ブラウンシュワイク工科大学）によれば，
1950年代， 60年代の民営化運動は広範な社会層の資本形成を目的にもってい
たが，目下の討論はそうした中心となる政治的に正当な論議に欠けている。
現在の討論はなによりも経営経済的，財政的考慮から規定されている。ま
た，「市民の自由」が言われているが，それは企業行動の自由に関して言われ
るだけであり，消費者・従業員•その他民営化に見舞われた人たちの市民の
西ドイツにおける最近の公企業論争（寺尾） (471)137 
自由は見落されている。さらに短期間の財政負担の軽減は考えられている
が，民営化の長期の影唇がおろそかにされる傾向がある。今日の民営化論議
は1970年代中頃以来の非常に広範な国家への嫌悪の表硯である。これはとり
わけアメリカの新自由主義 (Neo-Liberalism us)の経済政策の考え方に根
ざしている。民営化論議が第一義的に時代思想の高まりの上に展開している
のであれば，それは根拠薄弱である (S.45)。
Dr.フォン・ロッシュ（公益事業持株会社，女性）は，つぎのように社会
的市場経済における公企業の正当性 (Legitimation)の問題をとりあげ，競
争が支配しえないところ，支配すべきでないところでは私企業は活動しえな
く，公共の福祉の方向では公企業が役立つ。しかし公企業が非市場領域にお
いてだけ有効に活動できると考える必要はない。むしろ市場機能の発揮でき
ない市場で競争を行うためには，公企業の投入が起りうる (S.46)。
ザウァーボルン（Sauerborn) 氏 (◊TV 労組）はつぎのように指摘す
る。官僚制の程度は何よりも組織の大きさにかかわっており，公共経済的領
域か私経済的領域かにはかかわりはない。また，彼はつぎのように言う。連
邦鉄道の利用を義務づけられている連邦郵便と比べると，私企業は環境上問
題のあるトラックの利用を妨げられないし，規制を強めることも非常に困難
である。また，民営化においては分野によって職場の30％ないし50%がなく
なる。民間の会社は時には労働安全規則などの規則に反して低賃金で働かせ
ることができる (S.47)。
Dr．ザイテンツァール（Seitenzahl)（ドイツ鉄道労組）は，私経済が公
共経済よりも能率的で安上りであるという民営化論者の主張を批判して，民
間のバス運転手の賃金が連邦鉄道バスの運転手よりも低いこと，安いという
経済性の側面と並んで環境政策上の必要，社会的協調性，社会的公平性が考
慮されるべきであると指摘する (S.47f.）。
グラフ・フィットゥム (GrafVitzthum)氏 (OTV労組）は1970年代に
起った国家活動の拡大は民営化が進められている領域では何ら起らなかった
と指摘し，公企業に対するおおざっばな不経済性の非難をしりぞける (S.
138(472) 第 33巻第 6 号
48)。また， ランデラー (Landerer)氏（ベルリン自由大学） も公企業の大
きな赤字ば非能率からではなくて，一定の任務の遂行のために生じていると
のべている。また，彼は公企業が競争上有利であるとする考え方を反証をあ
げて批判し，公・私企業の比較に関しては私経済において行われている会計
制度は公企業の業績測定には役立たないとものべている (S.49)。
プットナー (Piittner)教授（チュービンゲン大学）は， ドイツの連邦と
しての国家構造は公企業の形態的多様性 (Vielgestaltigkeit)を招き，中央
集権化した国家の状態に比べて競争促進的要素を示していることが公企業の
目的を考える場合に度外視されるべきではないとのべている (S.50)。引き
続いて Dr. シュマッハー（Schumacher)（エネルギー経済公隠鑑定家）は
公企業を独占の規制として恩めることに疑問を呈している。ついで経済性の
問題について，公的な任務の遂行から生じる貨幣的利益を私経済的に計算し
て生じた欠損額に対置する必要があるとのべている (S.50-51)。
パンテル (Pantel)氏（メッサシュミット・ベルカウ・プロム：ドイツ航
空•宇宙航空・設備産業全国連合会）は，公共経済と私経済との間の境界は
流動的であり，多くの場合中間形態が例えば国際競争力上の理由から必要で
ある。また，公共経済に私経済の基準．である弾力性 (Flexibilitat)をより
強力に持ち込むこと，例えば公的就業規則の規定から公企業の免除，公企業
への原価計算の適用上の弾力性付与，国庫会計大綱的な考え方の損益計算に
よる取替えを主張している cs.51)。
ァィヒホルン (Eichhorn)教授（マンハイム大学）は私企業だけでなく，
連邦郵便の実例をあげて公企業に市場の活性化の任務を期待し，国家的ある
いは社会主義的経済秩序でもなく，真の資本主義的経済秩序とも一線を画す
ような“社会的市場経済”を弁護している (S.51f.）。彼は公企業の大きな
赤字を非能率の指標であるという主張に反論し，公共的任務の能率的遂行も
また赤字に導くことがあり，市場の成功を達成するために公的任務からはず
れるならば，それは失格であると言っている (S.52)。
Dr．ベッカー (Becker)（アーヘン技術大学）は，公企業が公共の利益
西ドイツにおける最近の公企業論争（寺尾） (473)139 
(offentliche Interesse)を守らないという欠陥が取り除かれるならば，市
場経済的立場から公企業に対する反感はなくなり，公企業はきわめて市場に
合った手段として他の企業を競争的行動に駆るのに役立つと言う (S.53)。
Dr. アイエルマン (Eierman)（ドイツ連邦鉄道）は， 公企業は民間の競
争に対して優位な地位を与ぇられているとするハム教授の意見をとりあげ，
いくつかの領域ではこれは部分的に妥当すると言う。例えばハム教授によっ
てあげられた連邦鉄道の路線バスの場合がそうである。ただし次の点に注意
する必要がある。公共の利益のもとに公企業に課せられた多数の義務や負
担，例えば経営義務，運送義務との関連が問題である。これによって生じた
コストが公衆によって引受けられるか，あるいは競争者たちに市場への参入
制限をふくみ一定の制限が課されるならば，この義務は履行されると Dr.ア
ィエルマンはのべている。ところが連邦鉄道では，議会や政府によって細か
い点まできっちり決定されるところに問題がある。例えば公務員法 (Beam-
tenrecht)があげられるが，それは経済状態への組織の適応を困難にすると
彼は指摘する (S.53)。続いてエンゲルハルト (Engelhardt)教授（ケルン
大学）， Dr．ヒルヘ (Hirche)（評論家），ゴンベル (Gombel)氏（シェン
カー社）の質疑があった (S.54f.）が，これらは割愛する。
ところで次に質疑に対する報告者の答弁に移る。ティマイヤー教授はラン
デラー氏およびアィヒホルン教授からだされた公企業の赤字と不経済性を同
一視しているという警告をとりあげ，次のように言っている。不経済な行動
を回避する合理的な公的財政補助の可能性があるが，赤字の包括的な事後的
解消は最悪のやり方であることを強調している (S.55)。
さらにティマイヤー教授は，シュマッハー氏がのべた内部補助への批判に
反論し，内部補助は公的機関の価格政策に不可欠であるとする数年前では普
通であった見解には組しないが， しかし個々のケースでは有意義かもしれな
いので，内部補助への全面的批判に対しては疑念をもつ。そして内部補助が
避けられるのは完全無欠な原価計算の導入によってだけであると言っている
(S.56)。また，ティマイヤー教授は国庫会計大網についてのパンテル氏の
140(474) 第 33巻第 6 号
批判に対して，損益計算による代替はありえない。例えば病院事業では商業
簿記に移行した場合は，法規上結果的に法外な管理経費が必要になる。おお
ざっぱな国庫会計大綱批判はよくないとのべている (S.56)。
つぎにハム教授は，民営化論議は正当性への論証に欠けているというヒン
メルマン教授の指摘に反論して，民営化等の根拠として営業の自由，成長の
必要性，財政赤字の縮小の必要性をあげ，これに対して“国家への嫌悪”と
いうキャッチフレーズは現在の討論の問題解決の契機ではなかったとのべて
いる (S.56f.）。さらに教授は民営化を長期にみることをすすめる。そして，
公企業は絶対不可欠であるという見解を信仰とみなしている (S.57)。官僚
制については民間の中規模 (mittelstandische)企業では官僚的無駄は最小
になると言っている (S.57)。続いて彼は民間企業が労働災害防止規則など
を守らぬだろうという議論をとりあげ，それを守らせるのは国家の義務であ
って民営化反対の議論はそこからは引き出されえないとしている (S.57)。
彼は公企業の長所・短所の測定可能性や事業の任務について触れたあと，公
企業を競争促進的な要因と考える考え方について，十把ひとからげの，個々
のケースから切り離された判断はできないと言う (S.58)。また， 前述のシ
ュマッハー氏の指摘について，彼は次のように言う。地域独占は公企業に有
利に作用する。ここに消費者に有利な地域独占の規制綬和が，なぜ地域団体
や公企業によってあらゆる手段でもって阻止されたのか，その理由をみるこ
とができる。利用者にとって有利な解決は，例えばカルテルの監視の強化に
よって可能であり，利用者の利益の達成のため公企業をどうしても考慮に入
れるべき必要はない (S.59)。ハム教授は結論の締めくくりにおいて Dr.ア
イエルマンの指摘に関連して，連邦鉄道に設定されているさまざまの目的に
関して，連邦鉄道のための国の義務が連邦鉄道の共同経済的及びその他の義
務に対して妥当な関係にあるかどうか，はっきりと判定できないことを原則
的に認めるが，批判も加えている。連邦鉄道が経済的に運営されているかど
うかを判定するためには，特定の，利益のあがらない任務の遂行のために必
要とするところの財政上の負担分を立証することが必要であろうと言ってい
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る (S.59)。
5. Dr. H・ティトマイヤーの報告
I. Dr. H・ティトマイヤーは大蔵省事務次官の立場から資本参加政策を中
心に「新しいスタートヘの勇気」と題して報告を行ったが，その要旨は次の
ようである。 (1)内閣は資本参加政策を明確にうち出しており，住民と納税者
の理解をうることが必要となっている。 (2)公共的任務の達成のため国家が関
与する企業が不可欠である。この場合国家と民間との境界の明確化が持続的
課題である。この境界の明確化の徹底と「公共の利益」という基準の選択が
重要である (S.61f.）。
]I. コール首相は社会的市場経済の再生を重視して， 1983.5.4の政府声明に
おいて次のように言っている。「経済体制は国家が控え目になればなるほど，
個人に自由を認めれば認めるほど効果的である」と。この社会的市場経済の
再生政策は当然公企業の役割の問題に対し影善する。すなわち1983年年次経
済報告（第18号）において，連邦政府はその基本的立場をまとめているが，
このまとめのボイントは社会的市場経済の基本的理解からすれば原則的に民
営化をのぞむことではなく，国家の企業への「資本参加」の維持・強化にあ
る。この基本的理解はイデオロギー的偏見でもってしてはならない。すでに
ドイツ連邦予算令 (Bundeshaushaltsordnung)第65条には資本参加の規定
が古くからある (S.62f.）。
II.資本参加の討論においては経済状態を無視してはならない。 ドイツにお
ける失業は原油価格上昇のような外的諸要因，為替相場，世界市場への中進
国や日本の進出に一つの原因があるが，主な原因をここにみるのは一面的で
あり，人に誤解を与える。①先進国は1960年代末から70年代初めにかけて自
らエネルギー危機を招き，⑨構造調整を怠った。彼はこの点に決定的な問題
点があるとみている。彼によれば，先進諸国はその内的な原動力とともに競
争力を喪失した。多くの国々においては第1次ォイル・ショック以来一つの
解答は財政金融の膨張，さらに80年代初めの財政金融の引締め，加速度的な
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政府補助金及び保護主義への逃避であった。政府補助金あるいは資本参加に
よる社会福祉や国家活動の拡大のなかで， ヨーロッパの社会・経済の硬直化
が公然と論議されている。この硬直化の打破が必要であるが，このためには
国家の守備範囲の限定，縮小が何よりも必要である。イギリスでは財政負担
軽減のため政府出資分の処分が行われている。イギリス政府の政策のすべて
を積極的に評価するつもりはないが， イギリスの道はより良く，より成功的
であるように思う (S.64-66)。
w．国家の経済的位置づけをよく考えることは時宜をえている。まず第1
に，昨年の雑誌『世界』における売上高上位500社のドイツ企業のうちほと
んど90社が国家のかなりの資本参加を示した。 45の資本参加は連邦， 14は
州， 29は地方自治体に関係しており， ドイツの大企業500社の約18彩であ
る。第2に，連邦の資本参加分野においては，間接的な資本参加と特別資産
(Sondervermogen)のそれを含めるならば， 1962年以来422社から928社へ
506社の資本参加の増加が生じている (S.66)。
本来の公共的任務は経済的社会的環境の発展過程で絶え間なく変化するの
で，連邦は自らの資本参加財産をチェックしなければならない。これには公
共経済・共同経済協会学術顧問団から提出されている調査研究が役立つ。例
えば10年の経過のなかで自動車メーカーヘの資本参加へのこれまでの連邦の
関心が減り，構造的に弱い分野における立地の維持及び投資についての州の
関心が経済困難の時期に強まり，さらに銀行の分野も連邦・州・市町村とい
った各レベルの関心の大きさの例を示している (S.67)。
v.連邦レベルに限って言えば，連邦の資本参加の必然性が加速度的に強ま
っている。①国内市場の相互解放。戦時中及び自給自足の時代以来公企業に
ゆだねられていた公共的任務の消減が惹き起された，例えば鉄鉱石の採掘，
アルミニウム生産の例。③国民経済の成熟度の培大。硯在のドイツでは公企
業は，以前のようには，また，中進国・開発途上国のようには，景気やイノ
ベーションの推進力としてもはや意義をもたない。ところがこのような公企
業の状態とは逆に，個別産業への連邦の資本参加の場合は石炭，鉄鋼，造船
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のような問題分野に重点がある。むしろイノベーションの推進力はこれらの
分野に期待されている。未来産業，金融，開発援助，学術研究・科学技術政
策に連邦の資本参加が必要である。⑧公企業には大きな，そして持続的な赤
字があり，公企業は事柄の性質上時には私企業の場合よりもより持続的でき
ぴしい大衆の批判に会っている。④民間大企業の赤字の危険を連邦はわずか
の持株で受けとめることはできない。そこで民間は銀行の協力をえて私企業
の責任のもとに問題解決に努めることになった。連邦政府は連邦の資本参加
の仕方を個々のケースについて検討するであろう。政府は関係企業の管理の
問題をいままでのように，意見の形成過程においては含めるが，この問題を
決定したりはしない (S.68f.）。
VI.資本参加の縮小は，例えば VEBAの場合従業員の利害を侵害しない。
それで所得の低下を恐れる必要はない。それにもかかわらず従業員たちは公
企業の民営化，あるいは政府持株の民間への移転に反対する。それは公的所
有の企業の職場は他の企業よりも確実であるという観念があるからである
が，公的な資本参加の事実によって確実と思うのは誤りである。経済の構造
的変化と密接に関係する適応の重圧は避けられないのである。さらに公共経
済の領域でも，持続的に縮小する市場では個々のケースでの人員整理は避け
られない。こういう場合に税金でもって職場を維持すればかえって事態は悪
化する。政府の資本参加が縮小・廃止されたからと言って，そのことが従業
員にとって職場の追加的危険を決して意味しない。この措置はむしろ企業の
競争力とイノベーションの能力を強化し，職場はより信頼できるようになる
cs. 70)。
ストルテンペルグ相は資本参加政策について若千の原則をあげた。 a．資
本救済ではない， b．持株の売買の抑制は中小企業にとって必要である。 C.
連邦企業の資本参加領域は絶えず整理すべきである。 d．連邦の資本参加企
業は経済的な行動によって財政の負担を軽くするため全力をつくすべきであ
る。財政の節約で浮かした金を赤字企業を持ちこたえるために使うことは我
慢できない (S.71f.）。
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圃．新しい資本参加政策の原則の方向づけが重要である。わが国の公共経済
は相対的によく保たれているようにみえるが，重要な部分での加速度的な赤
字は明確な解答を求めている。市場経済の再生には勇気がいる (S.72)。
6. Dr.H,ティトマイヤーの報告についての討論
「ゾンデとしての公共の利益」と題する討論記録はブレーデ (Brede)教
授（ゲッテンゲン大学）から始まっている。教授はつぎのように言う。民営
化における見解の相異は民営化の影響に依存している。もし社会的効用が社
会的費用より大であるならば，民営化すべきであるが，同時に利害関係者た
ちへの影響が非常に異なっているので，民営化が有意義かどうか，その実行
可能性の判断は背後にさまざまのグループの利害得失のちがいがあることに
ついての判断であることに注意すべきである。彼は“民営化というきまり文
句”を用いるだけで民営化によって経営コストが下がるかどうかを判定する
ことに反対し，影響の一部だけの考慮が誤った判断に導くことを強調してい
る (S.73)。
Dr．ヒルヘ (Hirche)は報告での連邦の資本参加政策の一般原則に全面
的に賛成しつつ，連邦は一般に救いがたい赤字企業からできうれば離れるべ
きであるという点についても賛成する。しかし新しい資本参加政策の初めに
おいてそうした赤字企業の民営化でなくて，全く別の利益のあがる VEBA
の部分的民営化が新しい資本参加政策の当初においてみられるということ
は，彼にとってはもちろん奇妙なことである。 1950年代， 60年代の連邦持株
の民営化は，財産の分散という広義の社会政策的 (gesellschaftspolitische)
目的が表面にでていたという点についても彼は注意を促している。新しい
VEBAの部分的民営化からの売却益を連邦の起債軽減に使用することを知
らされたことに関連して，より広範な民営化においては連邦の新しい資本参
加政策の動向のなかで，やはり何よりも財政目的が前面にでるのかどうが，
あるいは“より高い目的の追求”が意図されているのかどうかといった質問
を彼は行っている（s.73f.）。
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ァィヒホルン教授は， コール首相の政府声明からの抜粋をとりあげる。政
府声明ではより大幅な個人の自由が求められている。教授は，個人の自由に
とっての本質的な必要条件は公企業のインフラストラクチャの供給であり，
その限りでは公企業の活動をインフラストラクチャなる条件の意味で理解
し，国家助成説 (Subsidiaritat)の意味では理解してはいないとのべてい
る。また，教授は， Dr.ティトマイヤーによって言及されたドイツ連邦予算
令第65条は，私的活動の優先を自明として仮定するものではないという見解
をもっている (S.74)。
Dr．ザイテンツァールは，不況年に公共経済が好調であっても，それは持
株の処分を考えない根拠にはならぬ，なぜならば企業は加速度的に赤字圏に
陥るからとも，また，公的持株はそれが収益を賣すなら売却されるとも Dr.
ティトマイヤーがのべたと言い， これと同意見の質問を行っている (S.74
f.)。
さらに Dr.ティトマイヤーは Dr.ヒルヘに対して連邦の起債の軽減こそ
が「より高い目的」であるとのべている。 また， VEBAの株式の売却でも
って資産対策目的が追求されているが， そこでは株式は法 (Gesetz)の枠
内での労働者，および VEBAの職員に譲渡されることに注意を促している
(S.75)。
Dr.ティトマイヤーはアイヒホルン教授への返答において，次のように言
っている。インフラストラクチャとは多くの連邦持株はかかわりはない。そ
れでもやはり個別分析は確かに連邦持株の多くが存在理由をもっていること
を明らかにしている。個別分析は，現状が連邦予算令の厳格な諸基準をみた
しているかどうか，その硯状を調べるために必要である。また，この法令第
65条の説明に関して，この条項が‘‘別の方法で”というのは本来‘‘私経済的
持株で”という意味ではない。しかし論理的には公的持株の反対は民間の所
有であることを心にとめて置くべきである (S.75f.）。この Dr.ティトマイ
ャーの主張に対してアィヒホルン教授は反論して，公的任務の遂行は何より
も行政の問題であり，およそ私企業の問題ではないと言う。これに対して
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Dr.ティトマイヤーは彼の報告の初めに言った次の点に注意を喚起する。す
なわち‘‘第65条”というゾンデ（探り針）の適用はその時，その時の体制維
持政策的位置に左右される。そこで彼は当然彼の休制維持政策的理解から論
証を展開した。しかし彼は法令の文章における“別の方法”ということも
また民間以外の何か別のものを意味しうるということには反対していない
(S.76)。
Dr.ティトマイヤーは， Dr.ザイテンツァールの発言に関連して，次のよ
うにのぺている。民営化の素地をもった公企業は結局は民営化されるかもし
れないが，しかしそれとともに市場で安定しているすぺての公企業がそれゆ
え先天的に民営化さるべきであるとは言えない。むしろ個々のケースにおい
て「公共の利益」というゾンデの利用でもって分析され，判定されるべきで
ある (S.76)。
7. Dr.M・ウルフ＝マティス夫人の報告
「公企業—社会政策及び経済政策目的達成の手段一—ー」と題する彼女の
報告要旨は次のようである。わたしたちは社会的市場経済のなかで多面的な
攻撃に見舞われている。市場経済に関連して社会的ということばはますます
意図的に忘れられ，使われていない (S.77)。今日の状況では人は社会的市
場経済は後退の状態にあると言うだろう。労働組合が長い年月の間に戦いと
ったすべて一共同決定，未成年労働者保護など一が棚ざらしになってい
る。公企業は新保守主義の (neokonservativ)側からの強力な圧力のもとに
置かれ，いまや公企業はイデオロギー的怪物 (Popang)となり，逆に市場
経済が景気の回復を意図する人ぴとのスローガンになっている。ところが自
由な市場過程は独占の形成を導き，市場メカニズムは完全麗用を保障せず不
均衡 (Ungleichgewicl;it)に傾く (S.78)。ところが経済的均衡はレッセ・
フェールの結果ではなく，適切な社会的に方向づけられた経済政策の結果で
あり，経済全体の効率と社会的進歩は多種多様な国家の介入と規制を必要と
する (S.78f.）。憲法の福祉国家の規定は民主主義の， ドイツ連邦共和国の
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社会・経済的基礎の長期的確保のための国家的行為を求めており，福祉国家
的諸サービスは生存保障 (Existenzsic;herung)，の不可欠の要素となってい
る '(S.79)。ここから彼女は，公営住宅協会をかわきりとして公共性の強い
具体的なサービス諸分野に触れながら，ことに有毒物質をふくむ特殊な廃棄
物の処理という環境保護からの例をとりあげて，私経済的解決策ではうまく
いかぬことを示している (S.79-81)。公企業を経営経済的な採算思考におと
すところの広範にみられる傾向は公企業の社会的機能と矛盾する。公企業の
社会的機能からすれば，公企業の赤字は不経済に運営されていることの証拠
ではない。公企業が任務をおろそかにし，もっぱら経営経済的視点から経営
されるならば，新保守主義のイデオロギーの渦中に巻き込まれ，最終的には
民営化が待っている。そこで公企業はその特別な任務を明確にしなければな
らない。つまり公共経済的側面を回復し，守る必要がある。このように主張
している (S.81f.）。
ついで彼女は社会的コストの問題をとりあげ，ゴミ処理，連邦鉄道の例で
もって経営コストよりも社会コスト（つまり環境保護などのため必要とする
コスト）でもって公企業は政策決定すべきことを主張する。例えば公企業も
また失業の社会コストヘの配慮なしに職場を合理化し，残された労働者が健
康上過大な要求に悩まされることはがまんがならないと彼女はのべている
(S.82)。
引き続き Mischfinanzierung, 直訳すれば混合金融， 内容的には利用者
と国家（税収入）との経費の負担区分を意味するが，これについて，彼女は
次のように言う。料金だけによる公共事業の財政運営には問題がある。した
がって一方では料金による財政運営，他方では税収入からの政府補助金収入
を要求する (S.83)。
また，公的独占の問題については，公企業の社会政策的 (sozialpolitischen)
任務の達成のために公企業に独占的地位を与えることが若干の分野では必要
であるが，ただ民主的規制が権利の乱用を阻止するとのべられている (S.
83)。
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ついで公企業の任務の変化について，公共経済・共同経済協会学術顧問団
は経済の構造変化を任務の変化の最も重要で有力な要因であると示している
が，この点について任務の変化の克服のためさまざまの経済政策の諸手段の
利用が必要であって，経済政策の目的実硯のため公企業の投入が不可欠であ
ると彼女は言っており，引き続いて公企業の具体的な役割を説明しながら，
公企業もまた任務の変更はまぬがれないと結論している (S.84f.）。
最後に労働組合は公企業をなぜ守るのかと問うて，労働組合にとっての公
企業の役割を一つ一つあげながら，公企業は将来もまた政治的支持を必要と
しており，市場補完的 (markterganzenden)，市場調整的 (marktkorrigi-
erenden)そして社会政策的 (sozialpolitischen)機能において内外にわた
り不断に正当性を訴えるべきことを彼女は自問自答している。そして次のよ
うに報告を総括している。「労働者及び労働組合は公企業に大きな希望をも
っている。わたしたちは労働法に対して総攻撃が行われている時期に，公企
業が労働者やその家族をその政策によって守ることを公企業に期待する。」
(S. 85f.)。
8. Dr.M・ウルフ＝マティス夫人の報告についての討論
（「労働組合と公企業」）
ここでは Dr.ベッカーは新自由主義的経済政策を報告者のように新保守
主義の概念で律すべきではないと主張する。これに対してティマイヤー教授
は次のように言っている。この二つの概念はヨーロッパではアメリカとちが
った伝統がある。教授によれば， ョーロッパでの保守的とは「社会保守主義
(sozialkonservativ)」のような形までの重要な精神史的ボジションを特徴
としているが，アメリカでの保守的とはあら削りの，社会運動によって精錬
されていない経済組織に帰る願望と理解されている。 Dr.ベッカーによって
論じられているような誤解は，アメリカ的用語のこの国での不幸な感染に帰
せられる (S.87)。クッツア (Kutzer)氏（ノルドラインウエストファーレン
州連合自由民主党環境政策専門委員会）は人間中心的な夫人の報告内容に理
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解を示し，次のように言っている。一定のミニマムの収入と生活条件を下回
らないことに対する配慮は最終的に労働組合の任務である。しかしそれはそ
れとして彼は 6TV労組議長である夫人によって実現された多くの労働協
約が追加雇用をさまたげ，超過勤務を余儀なくしていることを非難する。例
えば冬の除雪への交替制動務の導入がさまたげられている。そこで民営化は
少なくとも冬期の除雪作業に追加雇用を可能にし，交替勤務ができるように
するという見解を主張している (S.87)。
ハム教授は夫人の報告について次のように言っている。彼の意見では，社
会的諸サービスの縮小は過去において社会的諸サービスが強力に拡張され，
公共財政の高負担に導いたことに原因がある。そこで生活水準の向上に直面
して，いままで国庫から諸社会施設に支出されていたすべてを将来も完全に
維持すべきかどうかが慎重に考慮されていると彼は主張する (S.88)。
ハム教授は，市場経済は社会的補完を必要とするという確認に基本的に同
意しつつ，消費者の社会的利益がいかにして最も有効に守られうるかという
点に言及する。これについて彼は，競争が最も有効な手段であり，良好な市
場機構をつくりだす，そしてこれを監視するのが国家の任務であると考えて
いる。夫人の報告について，第1に夫人のまとめはあまりにもおおざっぱ
で，一面的であり，民間は大変高くサービスしているという認識を彼は批判
する。例えば民間バス事業は公営よりもよりよく，より安く，より便利にサ
ービスしていると言う。第2に公企業の民主的規制の概念についてのべる。
公企業への今までの合法的監督，専門的監督，カルテル統制等のほかに民主
的規制とはいかなる追加的権限をもつべきか，あるいは民主的規制はいまま
での規制にとってかわるのかどうかといった問題を彼は提起している cs.
88)。そして一例として彼はゴミ再利用とともに通勤通学輸送をとりあげ，
補助金を最小限に減らし，利用者の自家用サービスを強化することは彼の意
見では反社会的ではないとのべている（S.88f.)。
ニッシュ (Nitsch)氏（ドイツ郵政省）は，経済政策が経済成長をより重
視しており，そしてこの目的達成のための重要な手段として，経済の原動力
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と適応力が賣らされるかもしれないという理由から，国家の影響力の減少が
あげられていることについて非難している。その上で将来の重要な成長分野
である電子工学や遣伝子工学において， ドイツは純粋な民間組織であるにも
かかわらず世界トップの水準にはない。これに対してこの分野では世界一流
の日本やアメリカは国家的影轡力をこの分野に徹底的に行使していることを
詳述し，このドイツのやり方に反対の意見をのべている (S.89)。
リー ズ (Lies)氏(OTV労組一ーボン合同事務局）はクッツァ氏に反論
して，除雪作業についてはいつ降雪があるか予測できぬことが交替制動務の
とれないことについて決定的であり，民間も同じ理由から交替制動務をあき
らめねばならないと言っている (S.89)。
ランデラー氏は，コストの最小化という純粋に私経済的視点にしたがって
ゴミ処理，ことに特殊ゴミ処理が行われるならば，現境に対し重大な破壊が
予想されるという点で夫人に同意する。ここから特殊ゴミ処理のような分野
を民間にまかせるのは問題であると指摘している (S.89f.）。
ヒルシュ (Hirsch)教授（アーヘン工科大学）は，夫人の報告で公企業攻
撃への批判のみでなく，市場経済の観念や信念への批判がのべられていた点
を批判している。ところが国民総生産 (Sozialprodukt)のいまや50％が国
庫を通じて動いているという点については，国民総生産における国家の比重
を押し上げたのは公企業ではなかったとする労働組合側の指摘を暉めること
では夫人と意見は一致していると言っており，したがってドイツの大企業の
18彩の割合を占める公企業によって，体制維持政策的な問題が投げかけられ
ているというティトマイヤー氏の発言を彼は認めることはできないのであ
る。また，連邦政府が体制維持政策的観念の上に資本参加政策を基礎づけて
いることに対しては，彼は一般的な疑念を表明しており，公企業についての
討論をこの企業の客観的適性を基礎として完全に特定の目的のために行うこ
と，しかしてこの討論を体制維持政策的観念と切り離すことに賛同している
(S.90)。
さらに VEBAの予定された広範な部分的民営化には賛成しない，なぜな
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らば政府はそれでもってエネルギー政策の重要な手段を全く放棄することに
なるからである。市場経箔の信奉者としてでさえ， もはや今日では，エネル
ギー経済の問題は市場による解決にはなじまない。教授はこのようにのべて
いる (S.90)。
オッテレ (Oettle)教授（ミ・ュンヘン大学）はハム教授が通勤通学輸送補
助を最小限に減らし，自家用サービスを強化した方がいいと言った論評に反
論して，交通手段の直接的な利用者 (Benutzer)のほかに間接的な受益者
(N utznieBer)及び港在的な利用者を区別し， あとの二者もコストの補て
んに任ずべきであると指摘している (S.91)。
レーダー (Roder)氏 (6TV労組）は夫人を弁護して次のように発言し
ている。夫人の説明が市場経済体制への一般的批判というように受けとられ
るならば，それは誤解である。夫人の考えでも，市場メカニズムは一定の社
会的目的の実硯，例えば福祉の培進の有効な手段とみられている。市場メカ
ニズムは国家の介入によって，また，公企業のかたちでむしろ補完されるに
ちがいない。したがって夫人の報告では公企業の手段的性格が強調されてい
たのである。さらに彼は， 1970年代の成長過程の崩壊は国家活動の増大のせ
いであるという考え方に反対する。この反対の理由は，むしろ国家が自ら景
気抑制的措置をとらなかったならば，危機はより悪い結果になったであろう
という予想にある。市場メカニズムの失敗に直面して，一般に投資について
は国家が面倒をみるというのが正しい (S.91)。
続いてハム教授は国家活動の拡大が公企業に帰せられるべきではないとい
うこと， VEBAの合併政策， 買い占め政策に異議をとなえている。そうは
言ってもこの点についてではなくて，まず何よりも保健制度・国内治安・学
校制度における公的任務の拡大によって生じる10年間に約100万人もの公務
員数の増大を考えたことを彼は強調する。その上加速度的に増大する官僚主
義化を彼は念頭にのぽせているのである (S.92)。
ハム教授は，また， 1970年代の景気刺戟政策について， それは欠陥があ
り，景気がすでに動きかけたときに著しい時間的遅れでもって作用したこと
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を批判している。ここでも小さい政府がよりましではないかという問題がだ
されている (S.92)。
ァィヒホルン教授は，ヨーロッパで公共経済に属している任務が，アメリ
カでは私企業によって引き受けられていることを指摘し，このアメリカ的状
況はドイツに移植されるべきであるという意見に反対し，アメリカの電話，
ゴミ処理，電気事業のサービスのおそまつな例をあげる。そしてドイツの公
企業は一定の歴史的状況において一定の任務の遂行のため設立されたこと等
のいくつかのメルクマールをあげて，彼は社会的市場経済における公企業の
役割を評価し，せっかちに民営化しないようにと公企業を弁護している (S.
92f.)。
ヒンメルマン教授はハム教授の発言に対して，次のようにのべている。公
共経済が国家活動の一般的拡大，官僚主義などに結びつけられることに抵抗
して，公企業は正味で評価さるべきであり，このことは一般論でなく，個々
のケースについて行われる必要がある。そして VEBAの場合のように，ェ
ネルギー企業を民営化するのでなくて，税金の助けを借りずに企業でもって
エネルギ一部門の環境保護に従事するためには，公的資本参加がこうした企
業にうわ乗せされるのでない限り，躁境保護は今後むしろますます多くの税
金を必要とするであろう。最後に彼は，公企業をめぐる複雑な利害関係が一
般にようやく認められているが，この点で労働組合，とくに OTVの討論へ
の参加が歓迎されるべきであるとのべている (S.93)。ハム教授も， ヒンメ
ルマン教授に向けられた結語において，自分は公企業の問題を公務員の増加
と混同してはおらない，明確に両者を区別しているとことわっている (S.
94)。
9. まとめ
ハンスーゲオルグ・フォン・ケスター (Hans---,Georgv. Koester)氏は
閉会のあいさつをのべる中で，とくにウルフ＝マティス夫人が病気のため本
人が報告できなかったことに触れ，つぎのようにのべている。「彼女の主張
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の多くはわたしたちの多くの者を驚かした。このことは討論において示され
ている。わたしはそれゆえとくに討論が解説的な論評になったことを感謝す
る。 ウルフーマティス夫人の報告はわたしたちを公企業に， また， わたした
ちが引き受けえない任務に向けたように思う。わたしたちは公企業の過大な
要求のゆくえをたまたまォーストリアにおいて身をもって体験している。」
(S.95f.)ここにはなによりもケスター氏自身の政治感覚とこの会議のふん
い気が表硯されていて面白い。続いて彼は次のようにも言っている。「今日
の討論は，公的任務の枠内において公企業が活動していること，公的任務は
もはやあらゆる場合についてコンクリートには存在しないことについての一
致を示している。この認識は公企業が無限に公的所有にとどまらねばならぬ
ことはないという結論をうる。公企業は企業である (OffentlicheUnter-
nehmen sind Unternehmen.）。どんな企業も所有の変化に反対（して成功）
する保証はない。」 (S.96)ただ，社会的市場経済は第二次大戦後の時期の大
事な業績であるという信念で意見の一致をみている。社会的市場経済が後退
したわけではない。これはわたしたちの経済体制の士台であると思う。わた
したちはこの社会的市場経済において公企業のように国民経済に貢献してき
たが，今後とも社会的市場経済のなかで貢献するであろう。このようにケス
ター氏は彼のあいさつをまとめている (S.97)。
三 結 び
ドイツでは19世紀以来先進国イギリスに比べ後発の資本主義諸国に特徴的
な国家活動の拡大傾向が顕著である。公企業はこれを背景に広範かつ多様な
展開をみている。ことに政府が民間部門に出資する混合企業形態が多い。こ
のうちには本書でしばしば登場する VEBA(V ereinigte Elektrizit且ts-und
Bergwerks A.G.)〔電力，鉱業化学などの企業を支配する持株会社，政
府持株を43.75％から最近30形に引き下げた一一このことをドイツ的表現で
は‘‘民営化”といっている一ー］もその一つである。これらの点で産業の衰
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退化を背景に成立したイギリス流の産業国有化とは異なる。
さて「社会的市場経済」ということばに近似的な用語は‘‘混合経済、、であ
ろうと思うが， ドイツでは伝統的な国家活動の拡大傾向，さらにヒットラー
のファシズム休制への反撥から，第二次大戦後は競争に導かれた市場メカニ
ズムを重視する考え方が強い。 L・エアハルト (Erhard)に結びつけられ
る新自由主義一ーそれは本書でもしばしばとりあげられているが一一1の思想
はこのような基盤をもっている。「社会的市場経済」はこの新自由主義とド
イツ的伝統との妥協である。またここに保守と革新との共通の広場があると
も言える。 したがって論争もある。 こうした点はウルフテマティス夫人の報
告の討論においても看取できる。
この会議では政治的，学問的立場のちがいがかなり浮き彫りにされていて
面白いが，新自由主義の代弁者であるハム教授の報告においてさえ‘‘公企業
は自己目的ではなく一定の政策目的の手段である”という点を確認している
が，こういう確萬は出発点として基本的に評価されるべきである。ここから
政策のなかみの分析になっていけば議論はさらに建設的に発展するにちがい
ない。報告と討論ではこの点はなお不十分であり，いわゆる Mischfinanzi-
erungはこの分析のあとに続く問題である。 ところがハンスーゲオルグ・フ
ォン・ケスター氏のまとめのあいさつの中で，‘‘公企業は企業である”とい
うわが国で耳慣れたことばが登場していることに，西ドイツにおける公企業
問題の現状がその一端をのぞかせているようで感銘が深い。
